
宗教団体の法的地位
一比較法的概観一

資料7の2

著:W・コールダーラム・ジュニア

オンライン掲載日:2010年6月15日

掲載誌:TheReviewofFaith&InternationalAffairs(2010年夏号)

宗教団体は、多くの点において人類に知られる最古の共同体構造の一つで

あり、その歴史的古さにおいては、歴史以前に起源を有する部族的・氏族的

構造と比肩するものである。当然ながら、宗教団体の組織形態は、宗教そ

れ自体の多様性に対応するかのごとく、多岐にわたるものである。実際のと

ころ、組織構造に関する諸問題は、宗教的信念と密接に結びつく極めて重要

な事項であることが少なくない。例えば、キリスト教史における重大な神学

的分裂の多くは、教会統治の在り方をめぐる問題を中心として展開してきた

2。(例えば、ローマの教皇が他の司教に対して優越的地位を有するか否か

3、教会統治を司教、その他の階層的指導者に委ねるべきか否か、そもそも

階層的構造を採るべきか否か、さらには教会統治の形態として、階層性、

1エリアーデ,ミルチャ「宗教思想史」ヘイズ「はじまりにおいて(Inthe
Beginnings)」

2マーティ及びセリテラ「宗教的統治(ReligiousPolity)」,ジョーンズ編「宗教百科

事典」,1763頁~1770頁参照
3これは、ローマ・カトリック教会と東方正教会とを分かつ古典的論点の一つである

4階層的、すなわち監督制(エピスコパル)による教会統治は、比較的低い自律性し
か認めないものである。これらの教会は、通常、権限を委任する国内、又は国際的な
指導者によって統制される。このような統治形態の典型例としては、ローマ・カトリ

ック教会、英国国教会(アングリカン・チャーチ)、及び正教会が挙げられる。階層的
統治における指導者の例としては、東方正教会の伝統における総主教(パトリアル
ク)が挙げられる。

5多くのプロテスタント諸派は階層構造を排しており、例えば、会衆派、バプテスト、
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会衆制連結制、代表制等のいずれを採用すべきかといった諸問題であ

る。)もちろん、他の宗教的伝統においても、これと同様の問題が認められ
る。

このような多様性を踏まえれば当然の帰結として、各国は宗教の組織構造

に対して多様な関与の在り方を発展させてきたのである。国家は、特定の宗

教を公的宗教、すなわち国教として定めることもあり得る。また、国家が、

一又は複数の宗教に対して、特権的な承認を付与することもあり得る。ある

いは、現代国家において一般的に採用されているように、各種の宗教共同体

が、その法的、及び実務上の活動を遂行するに足ると評価し得る、柔軟な法

的枠組みを提供するにとどまる場合もある。宗教に関する法制度の在り方に

ついては、宗教が調和的、かつ安定した生産的社会の形成に寄与し得るその

機能を最大限に発揮させるには、いかなる制度設計が最適であるかという点

が、常に中核的な考慮事項とされてきた。

その結果として成立する制度的関係の具体的態様は、歴史的経緯に大きく

依存するとともに、宗教制度と国家制度との間に存する複雑な相互関係の構

メノナイト、クエーカー、その他多くの教派がこれに該当する。イスラム教共同体に

おいても、同様に階層的構造を欠く傾向がみられる。

6会衆制(コングリゲイショナル)を採る諸教会は、それぞれ独立した地域共同体か
ら構成されており、その多くは極めて民主的な性格を有している。各会衆は、自らの
指導者を選任し、他の会衆との関係についても独自に決定する。会衆制を採る教会の

例としては、バプテスト、会衆派、クエーカー及びユニテリアンが挙げられる。

7一部のペンテコステ派の集団は、信徒相互の関係を「連結的(コネクショナル)」な
ものとして説明している。すなわち、各会衆の上位に階層的な統治構造は存在しない

ものの、相互に有機的な結びつきを有していると理解されているのである。

8セブンスデー・アドベンチスト教会は、指導者を「下から上へ」と選出しつつも、

上位からの統治をも併せ持つその統治形態を「代表制」と称している。

9タマドンファール「イスラム政治体制と政治的指導」,並びにエラザール「権威・権
力・リーダーシップ」参照。
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造に規定されるものである。もっとも、歴史的、及び比較法的観点からすれ

ば、いくつかの一般的傾向については収斂が認められる。以下では、まず、

アメリカ合衆国、及びヨーロッパにおいて、宗教団体に利用可能な法的枠組

みを提供する法制度について、比較法的概観を示す。このような概観を踏ま

えた上で、次に、これらの発達した法体系において見られる広範な収斂の傾

向について、私見を明らかにする。

アメリカ合衆国において宗教共同体が利用可能な法的枠組み

アメリカ合衆国においては、宗教団体が集会を行い、組織を形成し、礼拝

を行うに当たり、いかなる許可、又は登録も要しない。もっとも、宗教団体

は通常、州の法人化法に基づいて法人格を取得することにより、法的地位を

得るのが一般的である'。

約15の州主として歴史の古い州においては、特定の宗派の組織形態に

関して規定する特別法が存在する"。これは、イタリア、スペイン、その

他、ローマ・カトリックの影響が強い多くの国における協約制度と一定の類

似性を有するが、アメリカの各州においては、「その他の宗教」に適用され

ある一般法(デフォルト法)が存在し、いかなる宗教団体であっても困難なく

10以上の記述は、著者ダーラム(Durham)による「宗教の自由の促進(Facilitating

FreedomofReligion)」に依拠して、要約したもの。

11このような法律を有する州としては、コネチカット州デラウェア州、イリノイ

州、カンザス州、ルイジアナ州メイン州メリーランド州マサチューセッツ州、
ミシガン州ミネソタ州ニューハンプシャー州ニュージャージー州、ニューヨー
ク州バーモント州およびウィスコンシン州が挙げられる。ネバダ州もかつてはこの

種の制定法を有していたが、現在はこれを廃止している。さらに、特別法の対象とな

る宗派の範囲は、州ごとに著しく異なっている。ニューヨーク州においては、35を超
える宗派がこれらの特別法の対象とされているのに対し、この種の制定法を有する州

の多くでは、その対象は多くても7宗派程度にとどまる。



法人化することが可能である点において異なる12。これら宗派別立法は、各

宗派の個別的要請に応じて制度設計される傾向を有し、財産の保有、その他

の諸事項への対応につき、相応の柔軟性を確保する機能を果たしている。

18の州においては、受託者法人を設けることを認める法制度が存在する

13。歴史的には、受託者法人は、信託形式への依存から、法人構造の一般的

利用へと移行する過程における初期的段階を示すものである。換言すれば、

受託者法人とは、受託者を法人格の下に組み入れたものにほかならない。

現代においては、会員制法人が圧倒的に一般的な形態であり、43の法域

において制度として整備されている。さらに、そのうち31の法域において

は、会員制法人が宗教法人の唯一の類型として位置づけられている。会員制

法人は、多くの点において株式会社に類似するが、通常は株式証券が発行さ

れない点において、それとは異なる。すなわち、法人の構成員(通常、定

款、又は設立文書において規定される。)がそのまま法人として組織化され

るのであり、当該構成員が法人の統治権限を有する。この組織形態は、他の

組織形態と比較してより民主的であり、会衆制の形態で組織されている教派

に適合しやすい。

26の州においては、単独法人の制度が認められている。単独法人とは、

その起源を15世紀半ばに遡る法的主体の一形態であり、教会組織が財産を

永続的に保有するために用いることができる仕組みとして成立したものであ

る。単独法人とは、特定の職位(例えば司教職)を法人格として体現する一

人法人であり、その職の現任者に対し、当該法人に帰属する財産の管理・統

制権を付与する制度にほかならない。初期において、単独法人は、教会財産

12この「デフォルト法」は、通常の非営利法人法である場合もあれば、一般的な宗教
法人法である場合もある。

13受託者法人制度を認める18の州のうち、15州はミシシッピ川より東側に位置して
いる。



が聖職者の死亡に際して、その相続人に帰属してしまうという危険を回避す

るための、財産保有の法的手段であった。これは、特定の役職者が教会財産

の保有について責任を負う階層的組織において、有効に機能する。一般に、

アメリカ合衆国における単独法人は、宗教組織に限って利用することができ

る。単独法人たる者が死亡し、辞任し、又は解任された場合には、その後任

者は、前任者と同一の条件のもとに、当該財産に関する権限、並びに管理・

支配権を承継する。これは、財産の支配を個人ではなく、職位そのものに帰

属させることにより、職の交替に伴う承継上の問題を大幅に軽減するもので

ある14

ほとんどすべての州において、宗教団体は、簡易な非営利法人として法

人化することができる。ただし、宗教団体は(任意に)自らがいかなる種類

の非営利法人であるかを示すことが求められる場合はある。

例えば、カリフォルニア州非営利法人法は、公益法人、共益法人、及び宗

教法人を区別し16、公益法人に対して最も厳格な規制を課する一方、宗教法

人については、共益法人の一種に位置付けられながらも、宗教の自由への配

慮に基づき、相対的に緩やかな規制が適用されている。モデル非営利法人

法(ModelNon-ProfitCorporationAct)は、宗教法人の特別の法的地位を

14単独法人に関する更なる背景については、カウパー(Kauper)及びエリス(Ellis)

「宗教法人と法」1505~1511頁、1523頁、1536~1541頁を参照されたい。ユタ州は
近時、既存の単独法人についてはその存続を認める一方で、将来における当該制度の

新たな利用を禁止する立法を制定した。

15主たる例外はバージニア州およびウェストバージニア州であり、これらの州の憲法

は、歴史的理由により、いかなる教会又は宗教団体に対しても法人格の付与を禁止し

ている。参照:バージニア州憲法第4編第14条、ウェストバージニア州憲法第6編
第47条。

16カリフォルニア州会社法第5046条(2007年)、また、CCPBusinessS21:2(2008
年)参照。

17カリフォルニア州会社法第5110条以下及び第9110条以下(2007年)。
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承認するにあたり、カリフォルニア州非営利法人法の制度を踏襲している

1 8
。

アメリカにおける制度的柔軟性の一因は、その法体系が連邦制に基づく構

造を有していることに由来する。一般に、各州は、他州において設立された

法人に対し、自州法人と同様の行為を行うことを認めている。すなわち、あ

る宗教団体が特定の州において、その要請に最も適合する法的枠組みを見出

し得ない場合には、当該宗教団体は当該枠組みを備える州において設立さ

れ、その上で、必ずしも有利とはいえない法制度を有する他州においても非

営利団体として活動し得る。本件に関する判例はほとんど存在しないもの

の、このことは、連邦制がアメリカ法の有する促進的(facilitative)性格

を一層増幅し得ることを示唆するものである。

一般に、多くの州は、宗教団体が、その教会統治の在り方に最も適合する

形態を選択し得るよう、複数の選択肢を提供している。信託、及び簡易な非

営利団体といった形態は、いずれも常に代替的な組織形態として利用可能で

あるため、実務上、これらを含む各種の法的形態は、宗教活動を促進するた

めの制度的手段として一貫して位置付けられている。いずれの形態を選択す

る場合であっても、法人格の取得に伴う手続的負担は最小限にとどまる。宗

教団体は、法人格の取得に関して、他の非営利団体よりも重い負担を課され

ることはない。むしろ、宗教団体は、その信教の自由に対する尊重から、他

の公益的団体に通常課される規制上の負担の多くを免除されることが少なく

ない19。

18ホーン(Hone)「改訂モデル非営利法人法」参照。
19優遇措置の例としては、課税免除資格の取得に際してIRSフォーム1023の提出を
要しないこと(合衆国法典第26編第508条(c)(1)(A))、ならびに、課税免除団体の財

務その他の情報を報告するための年次報告書であるフォーム990の提出義務が免除さ
れていること(同編第6033条(a)(3)(A)(i))が挙げられる。さらに、宗教団体に対す

る監査は、相当の理由が存在すると上級のIRS職員が判断した場合に限って実施され



アメリカ合衆国において宗教団体に利用可能な法人形態の多様性について

は、いくつか特筆すべき点がある。

第一に、これら各種の法人形態がいかなる歴史的経緯を有していたかを問

わず、現代においては、そのほぼすべてが、利用を希望する宗教団体に対し

て広く、かつ容易に開かれている。宗教団体が、どの法人形態を採用するか

を選択し、必要な書類を整えた場合には、当該書類に対する州当局の承認

は、通常、極めて迅速に行われ、一般には数分程度で、遅くとも数日以内に

完了する。設立に必要とされる発起人の数も少数で足り、一般には10名未

満、通常は5名未満でよい。

法制度の発展における大きな傾向は、宗教共同体がその活動を組織

することを容易ならしめる方向に向かってきた。

第二に、書類の提出手続がヨーロッパにおける登録制度に類似する限りに

おいて、当該書類は主として、通知、又は情報提供のためのものである。こ

れらは、宗教団体が活動していることを州当局に知らせるとともに、主要な

役職者に関する連絡先情報を提供し、何らかの問題が生じた場合に、州が連

絡を取るべき相手を把握することを可能にする。当該書類を受理する州当局

は、許可、又は認可の機能を果たしているのではなく、実質的には、当該団

体の存在を単に認識するにとどまる。

第三に、法人格の取得は、むしろ通常の非営利団体としての地位の取得よ

りも負担が軽いとさえいえる。その理由の一つとして、宗教団体は、信託形

る旨を定める規定がある(合衆国法典第26編第7611条)。なお、詳細については、
ギャフニー(Gaffney)「宗教団体の連邦課税からの免除」(409頁以下)及び同「宗教

共同体の州および地方課税からの免除」(459頁以下)(いずれもセリテラ
(Serritella)ほか編「アメリカにおける宗教団体」所収)参照。

7



態、又は宗教法人法制を利用して自由に組織化することができるからであ

る。

第四に、法人格の取得は、通常、免税資格の付与といった国家による財政

的利益とは直接には結び付けられていない。すなわち、宗教団体は国家との

関係において、財政的利益の付与を受け得るか否かにかかわらず、その宗教

活動の全般を自由に遂行することができるのである。新設の宗教団体につい

ても、他の国家的利益の付与資格に関する問題のために、法人格の取得や、

宗教活動の開始が遅延、又は阻害されることはない。

最後に重要な点として指摘すべきは、これら多様な制度は、宗教分野を統

制するための手段としては捉えられていないということである。もっとも、

これは、アメリカ社会が、一部の宗教的主体が引き起こし得る問題の可能性

について無警戒であることを意味するものではない。それは単に、結社法が

主要な統制手段として位置付けられていないことを意味するにすぎない。む

しろ、結社法を通じて、問題の発生を事前に抑制しようとするのではなく、

現実に問題が生じた場合に、刑事法、税法、その他の行政的手段によってこ

れに対処するという構造が採られている。このような仕組みは、宗教団体の

活動を円滑にし、かつ、統制機能を真に問題のある事象のみに集中させるた

めのものである。以上を踏まえると、宗教に対する国家の態度が、きわめて

促進的なものであるという全体像が浮かび上がる。法の発展における大きな

傾向は、宗教共同体がその諸活動を組織し、また、財産の所有、雇用その

他、宗教団体が世俗的な法秩序と関わる必要のある無数の場面において、国

家と関係を持つことを容易にするという流れである。一般に、宗教団体が信

教の自由を享有する主体であることを前提として、各種法令は、規制上の負

担を最小限に抑えるとともに、宗教共同体の組織運営への介入を回避するこ

との重要性に配慮する形で設計されている。
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ヨーロッパの法制度上のアプローチ

本稿の紙幅の制約上、宗教団体に関するヨーロッパ諸国の法制度を網羅的

に検討することはできないが、その大要は以下のとおりである20。多くのヨ

ーロッパ諸国の制度は多層的構造を採用しており、これは、一部には、宗教

との強い協働関係の伝統や、主要な宗教団体に対する程度の差はあれ公的資

金による支援が行われていることに起因するものである。これらの多層的制

度における典型的な構造は、いかなる宗教共同体でも利用することができる

「基礎的な地位」を設けるとともに、より厳格な参入要件のもとで付与さ

れ、国家との各種の協働関係を可能とする「上位の地位」を設ける点にあ

る。これらの制度においては、通常、基礎的な地位において、宗教団体は一

般の非営利団体(例えば登録協会)として組織されることが可能である。ま

た、国によっては、宗教共同体のために特別に設計された基礎的な団体形態

が設けられている場合もある。これらの基礎的な団体形態のいずれかを用い

て組織された宗教共同体は、銀行口座の開設、財産の賃借、又は取得、契約

の締結、訴訟の提起及び被提起、土地利用に関する許可の取得(礼拝施設の

設置に関連して必要となる場合が多い)、宗教指導者、職員、及びボランテ

ィアの入国招請、並びに宗教活動の遂行に通常付随し、有用とされるその他

の活動を行うことができる。

ヨーロッパの制度における「上位制度」は、多様な形態を取り得る。これ

らの制度は、深い歴史的背景を有する大規模な国家的支援の仕組み(伝統)

を運用しつつ、現代における平等取扱いの原則を尊重しようとする中で内在

する、相反する要請に対応する必要があるため、相当に複雑なものとなり得

20これらの問題に関する有益な検討としては、ロバーズ(Robbers)「欧州連合におけ

る国家と教会」、フェラーリ(Ferrari)ほか「ポスト共産主義ヨーロッパにおける法と

宗教」、ダーラム(Durham)ほか「序論:比較分析」、ならびにフリードナー
(Friedner)「教会およびその他の宗教団体」を参照されたい。
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る。上位層の制度は、各国固有の事情に依拠し、歴史的要因に大きく左右さ

れる傾向がある。また、この地位に伴う直接的、及び間接的な財政的利益、

その他の特権、並びに、名誉といった諸利益についても同様である。

場合によっては、宗教団体のための特別な団体類型が、「基礎的な団体形

態」としての世俗的非営利団体と、通常は確立された教会、又は主要な宗派

にのみ認められる「上位の地位」との中間に位置する区分を構成しているこ

とがある。したがって、オーストリアにおいては、通常の登録協会と上位の

「公認宗教」との間に、「信仰共同体(Bekenntnisgemeinschaften)」という

類型が設けられている。最近制定されたルーマニアの法律も、これと同様

の特徴を有している。同法は、実質的に「上位層」に位置付けられる18の

「宗派(religiousdenominations)」を列挙するとともに、宗教団体が当該

宗派の地位を取得するために満たすべき要件を定めている23。さらに同法

は、「宗教団体(religiousassociations)」(ルーマニアにおける中間層の

団体形態)の登録に関する要件及び手続を定めている。同法は、上位や中

間に含まれない、その他の宗教共同体については、通常の民事上の団体法の

もとで組織されることにとどめている。ドイツにおいては、基本法(ドイ

ツの憲法に相当する法文書)が、「公法上の法人(Körperschaftendes

öffentlichenRechts)」という特別の類型を認めており、これには登録協会

には付与されない様々な特権が付随している。多くの国においては、上位

21参照:カルプ(Kalb)ほか「宗教共同体法」(オーストリア法および解説を収録)
並びにマイナー(Miner)「信仰を失うこと(“LosingMyReligion")」607頁以下。

22信教の自由および宗派の一般的地位に関する法律(2006年法律第489号)
23前掲法第17条及び第18条(ならびに、公認宗派を列挙した同法の附属書)参照。
24前掲法第40条及び第41条参照。
25この点は同法の文言上、必ずしも明確ではないが、実際には、中間的地位の要件を
満たすことができない宗教共同体にとっては、これが唯一の手段となる。

26ドイツ基本法第10条(ワイマール憲法第137条第5項を取り込むもの)参照。
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層に位置付けられる宗教団体は、国家との間で協定を締結することが可能で

あり、その多くは、ローマ・カトリック教会と教皇庁との間の協定制度(コ

ンコルダート制度)をモデルとしている27。

これらの協定は、当該宗教団体に応じて、特別に調整された多様な取り決

めを定めることが多い。「上位層」の団体に関して繰り返し問題となるの

は、当該地位を満たす宗教団体が、国家からの各種の資金的支援を含む協働

関係を享受する資格を有する点である。国家がこのような当該物的支援の濫

用を防止しようとすることは当然の関心であり、その結果として、「上位

層」の地位への取得に対しては、より厳格な要件が課されることとなる。

これまでのところ、このような階層的制度において認められる宗教団体間

の差異的取扱いは、欧州人権条約における差別禁止原則に違反するものとは

解されていない28。その一因として、政治的配慮が反映されている。すなわ

ち、通常、長年にわたり形成されてきた国家と既存宗教との関係に対して、

これを抜本的に変更し得るだけの政治的意思が十分に存在しないのが通常で

ある。また、それは、「歴史、伝統、累積された義務、アイデンティティ形

成機能、および政府権力を制約する役割、社会的平和の維持、さらには主要

な教会との関係処理の実際的要請といった要素から導かれる合理的かつ客観

的な考慮が存在し、これらが差異的取扱いを正当化する」との前提をも反映

するものである。規模の大きさによる効率性も、制度運用に影響を及ぼし

得る。諸国家は、長年にわたり形成され、一般に十分に機能している教会

27ミンネラート(Minnerath)「自律への権利」

28欧州評議会により1950年11月4日に署名のために開放され、1953年9月3日に
発効した。

29ダーラム,FreedomofReligionorBelief第5節参照。
30ドイツの教会税制度、すなわち、教会が公法上の法人として付与された課税権を行

使し、国家が通常の租税徴収制度の一環としてその徴収に協力する仕組みは、小規模

な宗派にとっては費用対効果に優れたものとはいえない、と論じることもできよう。
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ま

と国家との関係構造を解体することを要請するような国際的義務を受け入れ

ることには、消極的である。

以上の諸点に照らせば、多層的制度、それ自体が原則として国際的な宗教

の自由の基準に違反すると判断される可能性は低いものと考えられる。少な

くとも、すべての宗教団体が、その正当な宗教的(又は人生観に関わる)活

動の全般を遂行するに足る権限を備えた基礎的地位に、合理的にアクセスし

得る限りにおいては、そうである。もちろん、特定の制度が特定の集団を過

度に優遇するに至る場合には、人権侵害が生じ得る可能性は排除されない
3 2

ヨーロッパのいずれの制度にも共通して見られる重要な特徴は、少なくと

も基礎的な段階において、宗教共同体が法人格を取得し得る何らかの途を用

意している点にある。しばしば、世界の他地域において立法に携わる者は、

中間層、又は上位層の団体に対する資格要件を根拠として、自国の制度にお

いて、基礎的地位に相当する団体に対しても、同様の資格要件を導入するこ

とを正当化しようとする。このような議論は、ヨーロッパの法制度において

は、上位層の法人格の取得には一定の制約が認められる場合があるものの、

少なくとも基礎的な法人格については容易に取得可能とされているという点

を理解していないものである。

基礎的地位に関して、ヨーロッパの制度において促進的なアプローチが認

められるにとどまらず、これに加えて、より上位の地位への「昇格」もま

3 1 「 ア ム ス テ ル ダ ム 条 約 に 付 さ れ た 宣 言 第 1 1 号 」 は 、 「 欧 州 連 合 は 、 加 盟 国 に お け る

教会および宗教的団体または共同体の国内法上の地位を尊重し、これを害するもので
はない。また、欧州連合は、哲学的団体および非宗教的団体の地位についても同様に

尊重する。」と規定している。

32この可能性は、ReligionsgemeinschaftderZeugenJehovasv.Austriaにおいても指
摘されている。同事件は、宗教団体としての承認付与における、過度の遅延を理由と

して人権違反と判断されたものである。
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た、次第に容易になりつつある点は注目に値する。したがって、ドイツにお

いては、「公法上の法人」としての地位を付与された宗教団体が相当数存在

する33。同国における最近の憲法裁判所の判例は、「公法上の法人」としての

地位への比較的広範なアクセスを保護するものと解される。同様に協定

制度(コンコルダート制度)を採用する諸国においても、当該協定の恩恵を

享受する宗教団体の範囲を拡大しようとする一定の試みが見られる。

ヨーロッパにおける宗教団体法の発展に関する最も重要な動向の一つは、

宗教共同体が、信教の自由、および結社の自由という基本的権利に基礎付け

られた法人格取得の権利を有することが、明確に認識されるに至っている点

である。実際、ヨーロッパの判例において示されたこれらの立場は、西ヨー

ロッパ(アメリカ合衆国における場合と同様に)においてはあまりにも自明

のものとされているため、これらの問題が争点となる事例は、これらの国々

においてはほとんど生じない。当該権利を承認した欧州人権裁判所の主要な

判例は、ギリシャ、トルコ、および、旧ソ連支配から移行過程にある諸国に

おいて示されている。これらの判例によって示された主要な原則は、注目

33ゾルテ「組織構造」(417頁)参照。また、「公法上の法人」たる地位を有する小規

模宗教団体の網羅的とは、必ずしもいえないが、詳細な一覧については、ヘルト「小
規模な公法上の宗教共同体」参照。

34当該判決は、国家に対する忠誠性の欠如を理由として、エホバの証人に公法上の法

人格を認めないとした従前の判断を覆した。本件は、憲法裁判所の判断を踏まえ、-

定の事実関係について、再度審理を行うために差し戻されたが、総じて当該判決は、

「公法上の法人」としての地位取得の要件につき、広範かつ自由主義的な理解を示す

ものであった(ドイツ連邦憲法裁判所2000年12月19日決定〔BVerfG,19.12.2000,

Az.2BvR1500/97〕参照)。
.

35CaneaCatholicChurchv.Greece(27EHRR521(1999),ローマカトリック教会
の法人格が保護された事例,欧州人権裁判所、申立番号25528/941997年12月16
日)。UnitedCommunistPartyofTurkeyv.Turkey(欧州人権裁判所、申立番号
19392/921998年1月30日)。Sidiropoulos&Othersv.Greece(欧州人権裁判所、
申立番号26695/951998年7月10日)。FreedomandDemocracyParty(ÖZDEP)v V .
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に値する。

1.義務的な登録制度は許容されない。また、信教、又は信念の自由は、

法人格の取得に依存するものではない。個人、及び団体は、これを望む

場合には、登録を行うことなく、その宗教を実践する自由を有する。

国家への登録を行うことなく宗教活動を行ったことを理由として、個人

又は宗教団体に制裁を科す法令は、信教の自由に関する権利を侵害する

ものである38 °

Turkey(欧州人権裁判所、申立番号23885/94、1999年12月8日)。Hasanand
Chaushv.Bulgaria(欧州人権裁判所、申立番号30985/96、2000年10月26日)。
MetropolitanChurchofBessarabiav.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号
45701/99、2001年12月13日)。モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・

解散事件MoscowBranchoftheSalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号
72881/01、2006年10月5日)。ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁
判所、申立番号18147/02、2007年4月5日)。Svyato-MykhaylivskaParafiyav.

Ukraine(欧州人権裁判所、申立番号77703/01,2007年9月14日)。Kimlyav.
Russia(欧州人権裁判所、申立番号76836/01、32782/03、2009年10月1日)。な
お、引用された欧州人権裁判所のすべての判決の全文は、
http://www.strasbourgconsortium.org/cases.php?page_id=10#case_table.php(2010

年5月14日アクセス)において入手可能である。
36欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」。当該ガイドラインは、

英語版がhttp://www.osce.org/publications/odihr/2004/09/12361_142_en.pdf(2010

年3月14日アクセス)、ロシア語版が
http://www.osce.org/publications/odihr/2004/09/13600_142_ru.pdfにおいてオンラ

インで入手可能である(2010年3月14日アクセス)。本ガイドラインは、欧州評議会

ヴェネツィア委員会の第59回総会(ヴェネツィア、2004年6月18日~19日)におい
て採択され、欧州安全保障協力機構議会会議の年次会合(エディンバラ、2004年7月
5日~9日)において歓迎された。また、本ガイドラインは、国連特別報告者(宗教又
は信念の自由)によっても高く評価されている(「特別報告者報告」

E/CN.4/2005/61、パラグラフ57参照。http://daccess-dds-
ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/G05/101/50/PDF/G0510150.pdf?OpenElement〔2010

年3月13日アクセス])。
37同上、第II部F(1)節。

38Masaevv.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号6303/05、2009年5月12日、

1 4



2.法人格の取得を望む宗教共同体(現代世界における大多数の宗教共同体

がこれに含まれる)にとって、そのような地位を取得する権利は、信教

の自由(および結社の自由)の不可分の一側面を成すものである。宗

教団体は、その宗教活動の全般を遂行することが可能となるに足る十分

な法的権限を備えた法人格を取得する権利を有する。

3.登録手続それ自体が、法人格の取得に対する重大な障害となってはなら

ない。したがって、規模の大小を問わず、いかなる団体に対してであ

っても法人格の付与を拒否すること自体が、国際的な信教の自由の基準

に違反するものである。このような否定は、団体が初めて法人格の取得

を求める段階においてのみならず、その後の段階、再登録が求められる

時点や、解散手続が開始された場合にも生じうる。そして、解散の脅

§26)参照。また、この点に関する国際法上の支持についての概観として、ダーラム
「信教の自由の促進」385頁~388頁参照。

39CaneaCatholicChurchv.Greece(27EHRR521(1999))(欧州人権裁判所、申立
番号25528/941997年12月16日)(ローマ・カトリック教会の法人格が保護された

事例)。UnitedCommunistPartyofTurkeyv.Turkey(欧州人権裁判所、申立番号
19392/92、1998年1月30日)。Sidiropoulos&Othersv.Greece(欧州人権裁判所、

申立番号26695/951998年7月10日)。FreedomandDemocracyParty(ÖZDEP)v.
Turkey(欧州人権裁判所、申立番号23885/941999年12月8日)。Hasanand
Chaushv.Bulgaria(欧州人権裁判所、申立番号30985/96、2000年10月26日)。
MetropolitanChurchofBessarabiav.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号
45701/99、2001年12月13日)。モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・

解散事件MoscowBranchoftheSalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号
72881/01、2006年10月5日)。ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁
判所、申立番号18147/02,2007年4月5日)。Svyato-MykhaylivskaParafiyav.

Ukraine(欧州人権裁判所、申立番号77703/01,2007年9月14日)。
40モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件MoscowBranchofthe
SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01,2006年10月5日、
§74).

41ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号18147/02、
2007年4月5日)。

1 5



威、および法人格の取得に関する宗教共同体間の不平等な取扱いは、い

ずれも宗教の自由に対する干渉に当たる。

4.宗教団体は、法の支配に基づく制度の下で活動する権利を有し、恣意的

裁量の弊害から自由である権利を有する43。公務員による恣意的、又は

差別的な判断を可能とする不明確な規定は許されず44、また、法人格取

得のために複数回の申請を要することがないよう、国家は明確な指針を

整備する積極的義務を負う45。遡及的に適用される規定、又は既得の利

益を保護しない規定については、その適法性が疑問視されるべきである
4 6

。

5.法人格の取得手続は、当該地位の付与に際して、個人、又は団体に対し

て差別的取扱いをしてはならない47。

42サイエントロジー関連団体法人格取得制限事件,Kimlyav.Russia(欧州人権裁判

所、申立番号76836/01および32782/03、2009年10月1日、§84[登録])。ベッサ
ラビア正教会の宗教法人格取得制限事件,MetropolitanChurchofBessarabia

Moldova(欧州人権裁判所、申立番号45701/99,2001年12月13日[登録])。モス
クワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件MoscowBranchofthe

V .

SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01,2006年10月5日
〔解散〕)。

43Manoussakisv.Greece(欧州人権裁判所、申立番号18748/91,1996年9月26
日、§47)。

44ReligionsgemeinschaftderZeugenJehovasandOthersv.Austria(欧州人権裁判
所、申立番号40825/98、2008年7月31日、§71)。
45モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件MoscowBranchofthe
SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01、2006年10月5日、
§90)。ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号
18147/022007年4月5日§§7993)。
46欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」第II部F(1)節。

47これは、宗教を理由とする差別が許されないという基本原則の反映である。例え

ば、宗教又は信念に基づくあらゆる形態の不寛容及び差別の撤廃に関する宣言(1981

年11月25日国連総会決議36/55により採択)第2条~第4条、市民的及び政治的権
利に関する国際規約第2条第1項および第26条参照。また、Kimlyav.Russia(欧州
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6.法人格の取得の前提として、過度に高い最低構成員数を要求することは

許されない48。同様に、法人格の付与に先立ち、当該国における長期間

の存続を要求することも許されない。

7.当該団体が外国のものであること、又は国外に本拠を有することは、法

人格取得を否定する正当な理由とはならない。設立者が外国人である

こと、又は当該宗教団体が国外に本部を有することは、法人格の付与を

拒否する正当な理由とはならない61。

8.法人格の付与手続は、承認の遅延を目的として、公務員により操作され

得るものであってはならない52。申請の処理に関して公的機関による過

度の遅延を許容する規定は、許されない58。公務員は、法人格付与の申

人権裁判所、申立番号76836/01および32782/03、2009年10月1日、§101)(国内
における15年の存続要件の差別的適用が正当化されないと判断した事例)も参照。

48欧州安全保障協力機構の参加国の大多数においては、最低構成員数の要件は10名
以下とされている。これに対する例外としては、アルメニア(200名)、クロアチア

(500名)、チェコ共和国(300名)、ハンガリー(100名)、およびスロバキア
(20,000名)が挙げられる。オーストリアのように、特別な形態の国家支援を受ける
「上位層」の団体については最低構成員数の要件を課している国もあるが、基礎的な

法人格を付与する登録については、数的要件による障壁を設けていない。

49Kimlyav.Russia(欧州人権裁判所、申立番号76836/01および32782/03、2009年
10月1日、§84)
50モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件MoscowBranchofthe
SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01、2006年10月5日、
§82).

51同上、§§82~85参照。

52ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号18147/02、
2007年4月5日)。
53Kimlyav.Russia(欧州人権裁判所、申立番号76836/01および32782/03、2009年
10月1日、§§99~102);ReligionsgemeinschaftderZeugenJehovasandOthersv.
Austria(欧州人権裁判所、申立番号40825/98、2008年7月31日、§§78~80);
ManoussakisandOthersv.Greece(欧州人権裁判所、申立番号18748/911996年9
月26日)(23EHRR387(1997))。
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請に対して合理的に短期間54(通常は1か月を超えない範囲)内に応答

することが求められ、また、追加情報の提出を繰り返し求めることによ

って当該期間を延長することは許されない55。

9.信教の自由は、宗教的信念、又は当該信念を表現する手段の正当性につ

いて、国家がこれを判断する裁量を一切認めない。宗教の外的表現に

対する制限は、一定の限定された場合においては許容され得るが、その

範囲は国際的規範における制限条項によって公共的理由に基づいて定め

られるものであり、宗教的信念の評価に基づくものではない57

10.国家公務員は、宗教共同体に関して厳格な中立性、および公平性を

保持する義務を負い、かつ、この義務の履行に当たっては誠実に行動す

べき積極的義務を負う58。また、当該義務の履行に当たっては、誠実に

行動すべき積極的義務を負う5。この義務は、その性質、又は構成上、

54欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」第II部F(1)節。

55ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号18147/02、
2007年4月5日)。

5697MembersoftheGldaniCongregationofJehovah'sWitnessesv.Georgia(欧州人
権裁判所、申立番号71156/01,2007年5月3日、§131)。MetropolitanChurchof
Bessarabiav.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号45701/99、2001年12月13日、

§§118123)。HasanandChaushv.Bulgaria(欧州人権裁判所、申立番号
30985/96、2000年10月26日、$62)。
57NolanandK.v.Russia(欧州人権裁判所、申立番号2512/04、2009年2月12日)
(国家の国境管理および出入国管理に関する規則であっても、宗教に基づく差別に根
拠を置くことは許されないとされた事例)。

58MetropolitanChurchofBessarabiav.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号
45701/99、2001年12月13日、§123)HasanandChaushv.Bulgaria(欧州人権裁
判所、申立番号30985/96、2000年10月26日、$78)。
59ChurchofScientologyMoscowv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号18147/02、
2007年4月5日、§97)。モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事
件MoscowBranchoftheSalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号
72881/01、2006年10月5日、§97)。
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偏向のおそれのある宗教団体(又は世俗団体)に対する権限の委任や、

その助言への過度の依拠によって損なわれてはならない60。

11.宗教的信条の評価を通じた宗教団体の内部事項への介入1,教会組織

の実体的審査への関与[62、宗教上の任命に関する官僚的審査、又は制約

の付加などは、いずれも許されるべきではない63。

12.自律の原則に照らし、国家は、宗教団体に対し、その組織構造に関

する自らの信念(階層制、会衆制、連結制、代表制等)と整合しない形

での組織化を要求してはならない64。

13.法人格取得の拒否に対しては、迅速な上訴手続が利用可能でなけれ

ばならない65。法人格は、不服申立て、又は司法審査の係属中において

は、取り消されてはならない66

14.登録規則が宗教の表現活動に制約を課す場合には、国際的規範によ

って認められる制限のみが許容され、かつこれらの制限は厳格に解釈さ

60Manoussakisv.Greece(欧州人権裁判所、申立番号18748/911996年9月26
日、§47)。

61Svyato-MykhaylivskaParafiyav.Ukraine(欧州人権裁判所、申立番号77703/01、
2007年9月14日、§113)。97MembersoftheGldaniCongregationofJehovah's
Witnessesv.Georgia(欧州人権裁判所、申立番号71156/01,2007年5月3日、
§131)。MetropolitanChurchofBessarabiav.Moldova(欧州人権裁判所、申立番号

45701/99、2001年12月13日§§118および123)Cha'areShalomVeTsedekv.
France(欧州人権裁判所大法廷、申立番号27417/952000年6月27日、§84)。
62モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件MoscowBranchofthe
SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01,2006年10月5日、
§92).

°

63欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」第II部D節。
64欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」第II部F(1)節。
65これは、通常の適正手続の要請である。

66モスクワの救世軍に対する宗教法人格再登録拒否・解散事件:MoscowBranchofthe

SalvationArmyv.Russia(欧州人権裁判所、申立番号72881/01,2006年10月5日)
(上訴手続期間中に登録を保留することは許されないとされた事例)。
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れなければならない67。

15.登録に関する法律が改正される場合には、従前の法律の下で組織さ

れた宗教団体の既得権益を保護するために、適切な移行規定が盛り込ま

れるべきである68

前述の原則は主として欧州人権裁判所の判決に由来するものであるが、こ

れは、信教の自由6、および結社の自由に関する規定の解釈に基づくもの

であり、当該規定は、欧州人権条約ECHR、及び市民的及び政治的権利に関

する国際規約ICCPRの対応規定とほぼ同一内容である。したがってこ

らは後者の規定の解釈に関して極めて説得力の高い権威を構成しており、当

該規定は現在、世界のほとんどの国において拘束力を有している。

一般的傾向

前述の概観に基づき、いくつかの一般的な比較法上の傾向を読み取ること

ができる。

宗教がもたらす社会的利益の最大化

世界各国は、宗教がもたらす社会的利益を最大化するために、宗教共同体

に提供される法的枠組みをどのように構築すべきかについて、過去二世紀に

67市民的及び政治的権利に関する国際規約第18条。国連人権委員会一般意見22

(48)(1993年7月20日採択、UN文書CCPR/C/21/Rev.1/Add.4(1993)、再掲:

UN文書HRI/GEN/1/Rev.135頁(1994)パラグラフ8)参照。
68欧州安全保障協力機構「立法審査のためのガイドライン」第II部F(1)節。

69欧州人権条約(EuropeanConventionontheProtectionofHumanRightsand
FundamentalFreedoms、1950年11月4日213U.N.T.S.221、第9条)。
70同上、第11条。

71市民的及び政治的権利に関する国際規約(InternationalCovenantonCiviland

PoliticalRights1976年3月23日、999U.N.T.S.171第18条、第21~22条)。
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わたり重要な教訓を学んできた。過度に制限的な宗教団体の組織構造に関す

る法律は、これらの社会的利益の大幅な損失をもたらす。宗教団体は、利他

主義や、その他の個人的特性を育む上で強力な役割を果たし、社会の安定

性、生産性、さらにはボランティア活動の増加、社会的責任感、誠実さ、一

般的な創造性といった形での社会的資本の向上などを促進する。この影響は

宗教団体内部にとどまらず、他の社会的環境においても及ぶ。宗教は肯定的

な効果だけでなく否定的な効果をもたらすこともあるが、その肯定的な効果

を不必要に制約するような形で宗教を規制することは、社会全体にとってむ

しろ損失をもたらす。

宗教の肯定的効果を不必要に制約する形で宗教を規制することは、社

会全体にとってむしろ損失をもたらす。

この点において、宗教団体を規律する法律自体は、企業体に認められる法

的構造の柔軟性の向上から、間接的に恩恵を受けている。歴史的に、現代の

株式会社は、君主によって発行された厳格に管理された特許状(チャータ

一)として始まった。時が経つにつれて、企業形態は進化し、社会全体に利

益をもたらす財や、サービスの創出のために、社会的資源を動員する上で、

非常に大きな柔軟性を提供するようになった。ほとんどの社会において、一

般的な会社法は、宗教団体法を評価する際の背景的条件として機能してき

た。大まかな傾向としては、宗教共同体に対して、企業や世俗的非営利団体

に認められるのと同等以上の法的柔軟性を保障する方向にある7。

この点に関しては、現代の法制度における汚染規制の在り方を参照するこ

とが有効である。法制度は、「汚染を生じさせないことを証明できるまで、

72HennandBoyd,「StatutoryTrends」、1104頁参照。
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いかなる法人も登録できない」という一般規則を設けてはいない。むしろ、

法人は比較的簡便かつ効率的な手続で登録が認められている。また、法の

支配の原則に従い、特定の種類の汚染行為を禁止する法律が制定されること

がある。実際に汚染行為を行った法人のみが、その結果としての制裁を受け

る。さらに重要なのは、効果的な汚染規制の多くが、刑事罰や行政制裁とい

った強制的手段によるのではなく、経済的インセンティブ、その他の多様な

方策に依拠している点である。要点は、企業の登録法は、不適切な行為を規

制する主要な手段として用いられているわけではない、ということである。

規制はより慎重に標的化されており、企業活動がもたらす肯定的な価値が損

なわれずに推進されるようになっている。否定的な行為は、より限定的に標

的化されており、違反のない組織は、社会に利益をもたらす形で自由に活動

を継続できる。企業の解散は、極めて例外的な場合においてのみ正当化され

得る最終的手段である。このような類推に立てば、宗教共同体には法人格を

取得して組織されることを認めるべきであり、規制は現実に発生した具体的

な違法、又は有害行為に対してのみ、行政的、又は刑事的制裁として行われ

るべきである。

宗教団体を統制するのではなく、その活動を促進するという視点

宗教団体に関する米国及び欧州の法制度における最も顕著な特徴は、こ

れらの法が、宗教活動を統制するためではなく、むしろこれを促進するため

に主として用いられている点にある。もっとも、以上の点は、当該法制度

が、宗教的個人に由来する問題的行為を統制していないことを意味するもの

ではない。それは単に、当該問題が生じた場合には、刑事法規や行政上の制

裁といった国家の法的手段が用いられて、これに対処されることを意味する

にすぎない。この促進的アプローチは、宗教の社会的利益を最大限に高め、

かつ、社会的調和に寄与する最良の方法であることを示す広範な歴史的経験
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に照らして、採用されてきたものである。

登録制度に関する法令、及び登録当局は、問題行為の把握識別という点

において、特段有効な機能を有するものではないことを理解することが重要

である。他国の経験に照らせば、一般に、かかる行為を識別する主体は登録

当局ではなく、警察、近隣住民、不満を抱く内部関係者、そしてとりわけメ

ディアであることが示されている。要するに、問題の統制が課題であるなら

ば、より有効な方途は、登録規制を緩和し、実際に生じた問題に対しては他

の社会的監視メカニズムに委ねて対処することである。

一層の多元化が進展する社会における法制度の整備

現代社会においては、多元化の進展が重要な現実的前提となっている。世

界には文字どおり、数千に及ぶ多様な宗教集団が存在し、加えて、現代の移

動、及び雇用をめぐる状況の進展により、各国の人口構成は一層多元化して

いる。支配的宗教、又は限られた伝統的宗教にのみ宗教活動を認める法制度

は、不可避的に、他の多数の宗教団体の活動を制限する結果を招く。宗教団

体は各々異なる組織的要請を有し得るところ、これらの要請を無視すること

を正当化し得るような、やむを得ない、又は緊急の社会的利益が存在すると

一般的に認めることは困難である。

もっとも、先に述べたことは、各宗教団体ごとに個別の法制度を要するこ

とを意味するものではない。1990年代半ば、デポール大学教会国家関係

研究センターは、米国の全国規模の宗教団体261団体を対象として、その活

動遂行のためにいかなる法的構造が用いられているかを検証する調査を実施

している。当該調査は、米国における主要宗派の大部分を網羅するととも。

に、併せて多数の小規模宗派をも対象として実施されたものである。その結

73マサッド及びウィリアムズ「宗教的多様性」(ReligiousDiversity)
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果、法的形態に関して、以下のとおりの統計が得られている74。

非法人団体(UnincorporatedAssociation):8%

宗教非営利法人(ReligiousNot-for-ProfitCorporation):87%

非営利法人(Not-for-ProfitCorporation):3%

慈善又は宗教目的の信託(CharitableorReligiousTrust):1%

単独法人(CorporationSole):1%

営利法人(For-ProfitCorporation):1%

その他の法的形態(Otherlegalstructure):1%

宗教非営利法人という法的形態に顕著な集中傾向が認められ、宗教団体の

87%がこの形態を選択している。一般に、「宗教」非営利法人としての組織

形態は、通常の非営利法人に比して一定の優位性を有し、その核心は、信教

の自由への配慮から、各種報告義務、その他の規制的負担が緩和される点に

ある。この法的形態は、利用の容易性を有するとともに、多様な組織的要請

に応じ得る十分な柔軟性を備えているものと評価される”。すなわち、適切

74マサッド及びウィリアムズ「宗教的多様性」(ReligiousDiversity)、121頁。

75なお、脚注74において引用された当該調査は、各宗派が全国的規模においてその

活動を組織化するために採用している法的主体の類型に関する問題を対象とするもの

である点に留意を要する。もっとも、地方的レベルにおいて財産を保有する主体の財
産保有形態を検討する場合には、その結論は相当程度異なるものとなり得る。もっと

も、税制上の不利益が伴うことから、「営利」法人形態が採用されることは依然として

例外的であるといえる。また、非法人団体の利用も同様に限定的にとどまる。教義上

の理由により国家による法人格の付与を受容しない団体を除き、一般に、何らかの法

的主体の形態を採用することの方が実務上合理的であるといえる。そして、全国的に

は非法人団体として位置づけられる団体であっても、地方における財産保有の場面に
おいては、何らかの法的形態を選択することがあり得る。単独法人は、階層的構造を

有する宗教団体において、地方レベルにおける財産保有の手段として広く用いられて
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な柔軟性を有する法的形態が整備されていれば、多数の宗教団体が併存する

現代国家においても、広範な宗教共同体の多様な要請を充足し得るという点

に、この議論の要旨がある。特に、宗教共同体が先進国における法人格取得

の相対的容易性を認識している今日の国際的状況においては、その付与を拒

否することは、社会的緊張を惹起する要因となる。

結論:中立的法構造によってもたらされる積極的効果

社会における多様な宗教共同体に対し、公正な対応を確保する必要性は、

各団体の要請に柔軟に適合し得る中立的法構造の整備を要請するに至ってい

る。前節において示した宗教法人の制度は、まさにこの種の中立的法構造の

一例にほかならない。すなわち、宗教法人制度を利用可能なものとして設け

ることにより、国家は個々の宗教団体の正当性に関して何らの評価的立場を

取ることなく、単に各宗教共同体の利用に供し得る柔軟な法的枠組みを提供

するにとどまる。宗教共同体に対し、その要請に応じて制度構造を最大限柔

軟に適合させることを許容することにより、国家は宗教の真正な実践を促進

し、その帰結として宗教団体の信頼、及び忠誠を確保し、もって社会的及び

統治的安定の基盤を形成するに至る。かかる中立的構造は、国家が特定の宗

教共同体に対する優遇、又は支持を行うことなく、多様な宗教共同体と関係

を構築するための制度的手段を提供するものである。理想的には、国家はこ

のような中立的法構造を提供するのみならず、中立的かつ公正で、かつ不当

な障壁を伴わない手続により、これを実効的に利用可能なものとすべきであ

おり、例えばカトリック教区の財産については、多くの州において当該形態が採用さ
れている。もっとも、一般に、宗教法人格は何らかの形で多くの法域において付与さ

れ得る制度として整備されており、しかも当該形態は、各種の政府規制や煩瑣な手続

から宗教団体を保護する機能を有することが多い。したがって、多くの団体が宗教法

人としてその活動を組織することを選択していることは、むしろ当然の帰結であると
いえる。
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る。このような特質を有する宗教団体に関する法制度は、平等取扱いの確保

に資するとともに、個人及び宗教共同体双方の自由を保障し、最終的には社

会のすべての構成員に対する尊重の基盤を形成するに至る。このような尊重

の確保は、究極的には長期的な安全、及び安定を実現する鍵であるととも

に、宗教が安定的、かつ調和的な社会に対して果たし得る役割を最大限に引

き出す基盤となる。

訳者:水野仁愛
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